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クレイトン・ユッツ法律事務所

沿革と概要

• オーストラリア四大法律事務所の一つ
• １８３３年設立
• 弁護士約９００人、従業員総数約１９００人
• 国内オフィス：シドニー（NSW）、メルボルン（VIC）、ブリスベーン
（QLD）、キャンベラ（ACT）、ダーウィン（NT）、パース（WA）

• 海外オフィスを持たない

• 日本の弁護士資格



クレイトン・ユッツ法律事務所

エネルギー＆資源関連業務

• オーストラリア最大のエネルギー＆資源業務グループ
• 各支店にエネルギー＆資源業務のみを専門に扱う弁護士
• 多くは大手鉱業・鉱山会社の社内弁護士としての経験
• 一部は連邦政府・各州政府専属の弁護士としての経験
• エネルギー＆資源産業に影響を及ぼす重要な法律的、商業的
及び政治的な問題点に関する確かな理解

• 豪州全域におけるウラン業務に対応可能な人的・物的資源



クレイトン・ユッツ法律事務所

ウラン関連業務に関する実績

• 北部準州と南オーストラリア州におけるウラン鉱山開発に関す
る案件

• クイーンズランド州と西オーストラリア州におけるウラン探鉱に
関する案件

• 北部準州と南オーストラリア州におけるオフテイク契約に関す
る案件

• 上記に関連した外国企業による投資・輸入に関する外為法上
、税法上、その他、各種の法的アドバイス



オーストラリアのウラン鉱床の概略
出所 abare economics 



各州・準州のウラン資源埋蔵量



各州・準州における規制の現状

（経済性のあるウラン鉱床が存在する州のみ）

• 南オーストラリア州：探鉱「可」、鉱業「可」
• 北部準州 ：探鉱「可」、鉱業「可」

• クイーンズランド州：探鉱「可」、鉱業「不可」
• 西オーストラリア州：探鉱「可」、鉱業「不可」



連邦政府のウラン鉱業政策

連邦保守連合政権（与党・現政権）

• 現在の方針
• 連邦保守連合（自由党・国民党）政府、ハワード首相は、新たな
ウラン鉱山開発に対する支持を表明。ハワード政権の基本政策
は豪州ウラン輸出増加及び新鉱山開発を目指すもの。

• 環境の保護及び生物多様性の保全に関する連邦法（1999年制定
）「"EPBC"」は、特にウラン管理に関する一定の権限を連邦政府
に付与。

• ハワード首相は、2007年4月下旬に、豪州ウラン輸出を増加する
ための計画を発表。EPBCの改正を行う提案を含む。



連邦政府のウラン鉱業政策

連邦労働党（野党）

• 現在の方針:
• 連邦労働党は、2007年4月28日に労働党全国会議で20年以上に
わたって固執した「三鉱山政策」をついに破棄した。

• しかし、ウラン鉱山開発を積極的に承認したのではなく、新ウラン
鉱山開発を許可する裁量を労働党各州政府に委ねた。

• 豪州ウラン会議で、労働党のクリス・エヴァンズ上院議員は州政
府に干渉しな旨を確認（西豪州フリーマントル、2007年7月25
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